
１

２

数　量 納　期 摘　要

① 日　　　時　　　令和６年４月１６日（火）　１４時００分

② 場　　　所　　　防衛装備庁艦艇装備研究所（目黒地区）入札室（庁舎２階）

（東京都目黒区中目黒２－２－１）

②

①

②

８

役務請負契約条項

部分払に関する特約条項

談合等の不正行為に関する特約条項

暴力団排除に関する特約条項

１０ 　落札者が正当な理由なく契約を結ばない場合には、落札金額の１００分の５以上の金額を違約金として徴収する。

　入札に付する事項

公　告
　下記により入札を実施するので、入札及び契約心得（地方調達）（平成３１年４月１日）を熟知の上、参加されたい。

令和7年2月28日

公 告 第 15 号
令 和 6 年 1 月 29 日 分任支出負担行為担当官

防衛装備庁艦艇装備研究所
 　総務課長　　佐 々 木　拡 史

　入　札　方　式 一般競争入札

件　　　　　名 規　格 納　　　　　地

川崎支所草木等伐採等作業 仕様書のとおり １件
防衛装備庁艦艇装備研究所

川崎支所

　入　　　　　札

（ただし、郵便による入札は事前に了承を得るものとし、「書留」にて入札期日の前日
までに必着するよう当方「分任支出負担行為担当官」あてに送付すること。（初度入札
のみ有効。））

４ 　参　加　資　格 ①予算決算及び会計令第７０条の規定に該当しない者であること。なお、未成年者、 被
保佐人又は被補助人であって、契約締結のために必要な同意を得ている者は、同条中、
特別の理由がある場合に該当する。

３

予算決算及び会計令第７１条の規定に該当しない者であること。

③令和４・５・６年度防衛省競争参加資格（全省庁統一資格）の「A」、「B」、「C」又
は「D」の等級に格付けされ関東・甲信越地域の競争参加資格を有する者であること。

④大臣官房衛生監、防衛政策局長、防衛装備庁長官又は防衛装備庁長官官房会計官から
「装備品等及び役務の調達に係る指名停止等の要領」に基づく指名停止の措置を受けて
いる期間中の者(以下「指名停止期間中の者」という。）でないこと。

⑤前号により、現に指名停止を受けている者と資本関係又は人的関係のある者であっ
て、当該者と同種の物品の売買又は製造若しくは役務請負について防衛省と契約を行お
うとする者でないこと。

⑥都道府県警察から、暴力団関係業者として排除するよう要請があり、当該状態が継続
している有資格業者でないこと。

⑦指名停止期間中の者にこの契約の全部又は一部を請け負わせる場合は、契約担当官等
の確認を受けている者であること。

５ 　入　札　方　法 　落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１０パーセントに相当
する額を加算した金額をもって落札価格とするので、各入札者は、消費税及び地方消費
税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約金額の１０
０／１１０に相当する金額を入札書に記載すること。

６ 　保　　証　　金 入札保証金　　　　免　　　除

契約保証金　　　　免　　　除

７ 　入 札 の 無 効 ①４の参加資格のない者のした入札、入札に関する条件に反した入札又は入札後契約を
締結するまでの間に、都道府県警察から暴力団関係業者として排除するよう要請があ
り、当該状態が継続している有資格業者のした入札は無効とする。

②入札者等が誓約した「誓約事項」若しくは「誓約書」による誓約に虚偽があった場合
又は誓約に反する辞退が生じた場合は、当該入札者等が提出した入札書等を無効とする
ものとする。

有

９ 　契約をしようとする

　基本契約条項等

　契約書作成の必要の有無



１１
　①　電子入札・開札システムの利用

　

　③

落札者が中小企業信用保険法第２条第１項に規定する中小企業者である場合は、

別に定める「中小企業者に関する質問及び回答」を提出し、「債権譲渡制限特約

の部分的解除のための特殊条項」を別途適用する。

　⑧

本件は、政府電子調達（ＧＥＰＳ）を利用する案件である。なお、電子入札・開札シ
ステムの障害により、入札取りやめ、本公告が変更となる場合がある。
《電子入札による入札書受領期間》
公告日から令和６年４月１５日（月）１７時００分まで（行政機関の休日を除く）。
また、電子入札・開札システムにより難い者は、担当官の承諾を受けて、紙入札方式
に代えるものとする。この場合、令和６年４月１１日（木）１７時００分までに下記
問い合わせ先に「紙入札方式参加承諾願」を提出すること。

　②　端　数　処　理 　入札書に記載された金額の１１０／１００に相当する金額に１円未満の端数がある
ときは、その端数金額を切り捨てるものとし、当該端数金額を切り捨てた後に得られ
る金額をもって、申し込みがあったものとする。

　原則、現に指名停止を受けている者の下請負については認めないものとする。ただ
し、真にやむを得ない事由を大臣官房衛生監、防衛政策局長又は防衛装備庁長官が認
めた場合には、この限りではない。

　④　提　出　資　料 　（１）防衛省競争参加資格の資格審査結果通知書の写しを入札日の５日前までに提
出するものとする。

　⑨　本書記載事項について 〒１５３－８６３０

　　　は総務課調達係に照会 住所　東京都目黒区中目黒２－２－１
　　　のこと

契約締結日までに令和６年度の予算（暫定予算を含む。）が成立しなかった場合は、
契約締結日は予算が成立した日以降とする。また、暫定予算となった場合、全体の契
約期間に対する暫定予算の期間分のみの契約とする場合がある。

℡０３－５７２１－７００５（内線７０６３）　

　⑦ 　契約後、指名停止期間中の者に下請負をさせる場合は、「入札及び契約心得（地方
調達）」に定める下請負承認を得るものとし、変更契約を行い特定費目の代金の確定
に関する特約条項を付するものとする。
　なお、特定費目の代金の確定にあたっては、下請負者が履行に要した製造原価等が
確認できる書類を提出するものとする。

　（２）指名停止期間中の者にこの契約の全部又は一部を請け負わせる場合は、下請
負確認申請書を入札日の７日前までに提出するものとする。

　（３）委任状については、入札日までに提出するものとする。

　⑤　 　指名停止期間中の者にこの契約の全部又は一部を請け負わせる者と、指名停止期間
中の者にこの契約の全部又は一部を請け負わせない者との入札になる場合には、指名
停止期間中の者にこの契約の一部を請け負わせる者の入札は認めない。

　⑥　 　契約締結後、指名停止期間中の者にこの契約の全部又は一部を請け負わせることと
なった場合は、この契約の全部又は一部を解除することがある。

　そ　　の　　他



番号 第15号

年月日 令和6年1月29日

金額

仕様書のとおり 1 件

公
告

品　　件　　名

川崎支所草木等伐採等作業

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁艦艇装備研究所
総務課長　　佐々木　拡史　殿

計　

（注）単価及び金額欄には、見積った金額の１００／１１０に相当する金額を記入する。

履行期限 令和7年2月28日

業者コード

規　　　格 数量・単位 単　　　価 金　　　　額

納　　　地
防衛装備庁艦艇装備研究所

川崎支所

入　　　札　　　書

住 所
会 社 名
代 表 者 名
担 当 者 名
連 絡 先

貴庁「入札及び契約心得（地方調達）」及び基本契約条項

            　　　　　　　　　　等を承諾のうえ下記のとおり入札します。



令和  年  月  日 

 

 

分任支出負担行為担当官 

防衛装備庁艦艇装備研究所 

総務課長  佐々木 拡史  殿 

 

 

住 所 

会 社 名  

代表者名              

担当者名 

連 絡 先 

 

紙入札方式参加承諾願 

 

下記の入札に係り、政府電子調達（ＧＥＰＳ）利用せず、紙入札書による入

札を実施することについて、承諾を頂きたく本書を提出いたします。 

 

 

１ 件名、公告番号、公告年月日 

 

 

２ 入札日時 

 

 

３ 政府電子調達（ＧＥＰＳ）を利用しない理由 

 

 

４ 今後の導入予定について 



郵便による入札について

１ 郵便による入札方法

２ 郵送する書類等

① 　入札書

３ 封筒について

①

②

４ 入札の回数

５ 入札の無効

６ その他

① 　郵送による入札を希望する場合は、事前に官の了承を得るものとする｡

② 　郵送先は次のとおりとする｡

〒１５３－８６３０

東京都目黒区中目黒２－２－１

防衛装備庁艦艇装備研究所　分任支出負担行為担当官　宛

「入札書在中」

《参考》　　※　あくまでも例なので、縦横等は随意

内封筒（表）
長３程度

外封筒
（内封筒が入るサイズ）内封筒（裏）

又は 又は

一般書留郵便･簡易書留郵便又は配達証明のいずれかの方法により入札日の前日(前日が「行政機関の休
日に関する法律(昭和六十三年法律第九十一号)第一条第一項各号に掲げる日(以下「行政機関の休日」とい
う)」の場合には、その直近の休日でない日)までに必着のこと。
　また、宛先は「防衛装備庁　艦艇装備研究所　分任支出負担行為担当官」とすること｡

　初度入札のみを有効とし、再入札等は辞退したものとして取り扱う。

郵便入札の執行については、公告7項に規定されているもののほか、期日までに到着しなかった場合は無効
とする。

　封印した内封筒を外封筒に入れ、外封筒にも｢入札書在中｣と記載のうえ送付すること。

前項①を入れる封筒（以下｢内封筒｣という｡）については、長３（縦235㎜×横120㎜） 程度とし、表面に公
告番号、件名及び「入札書在中」と明記のうえ、必ず封印すること。

〒１５３－８６３０

東京都目黒区中目黒2-2-1
防衛装備庁艦艇装備研究所

分任支出負担行為担当官

宛

「入札書在中」

公告第○○号

件名「△△△△」

「入札書在中」

公告第○○号

件名「△△△△」

「入札書在中」



別記様式第１

中小企業者に関する質問及び回答

（質問） 貴社は、中小企業信用保険法（昭和２５年法律第２６４号）第２条第１

項に規定する中小企業者ですか。

（回答） はい いいえ

会社名（団体名）

担当責任者 氏 名

【参考】

中小企業信用保険法第２条第１項に規定する中小企業者の例示

上記の他、一定の要件を満たす組合等

業　　　種 資本金 従業員

製造業、運送業、鉱業 ３億円以下 ３００人以下

卸売業 １億円以下 １００人以下

小売業 ５０００万円以下 ５０人以下

サービス業 ５０００万円以下 １００人以下



２.４項（８）～（１１）

艦艇装備研究所川崎支所業務班

１ 総　則

１.１ 適用範囲　

　防衛装備庁仕様書　

１／７

品
件
名

川崎支所草木等伐採等作業

仕様書番号 SE-06-1-PA-0010

作成年月日 令和６年１月２４日

作成部課名

　この仕様書は、防衛装備庁艦艇装備研究所川崎支所内の、草木等伐採等作業（以
下「本役務」という。）について規定する。

２ 役務に関する要求事項

２.１ 概要

　本役務は別図に指定する箇所について、草刈り、笹の伐採、樹木の剪定、蔓の除
去、倒竹の除去、落ち葉清掃等を実施するものである。

ア　 令和６年１０月から令和７年１月までの間、３回

２.４ 役務内容

(１)

(２)

２.２ 役務実施場所

　防衛装備庁艦艇装備研究所川崎支所(神奈川県川崎市宮前区菅生ヶ丘１０－１)

２.３ 役務実施時期

　本役務は、土日祝日及び年末年始を除く平日の９時００分から１７時００分まで
の間に実施することとし、実施時期の詳細は官と調整の上決定する。

(１) 別図１に示す塗りつぶし部分について、草刈り等を実施するとともに、折枝、倒
竹及び歩行時の障害となる草木等、フェンス及び電柱・電線・ステーワイヤー、
監視カメラのケーブルに絡みついている草木・蔓草等及び側溝に溜まっている草
屑・腐葉土等についても処分するものとする。

ア　 令和６年５月から令和６年８月までの間、３回

イ　 令和６年９月から令和６年１０月までの間、１回

ウ　 令和６年１２月から令和７年１月までの間、１回

２．４項（１）～（７）及び（９）～（１１）



(８) 別図２に示す塗りつぶし部分について、落ち葉を除去すること。

(９) 本役務で発生した木屑・葉屑及び役務実施場所にある倒木・倒竹・枯れ枝、落ち
葉等の処分については、契約相手方が役務実施場所からすべて搬出し、契約相手
方の責任において適切に廃棄、処分するものとする。

(１０) 作業計画書は役務実施毎に役務実施場所及び日程等を官と調整し役務実施１週間
前に提出すること。

(５) 別図１に示すＢ（面積約４２㎡）の部分については、中低木をフェンス内へ約２
ｍ切り戻し蔓草等の伐採・除去すること。

７枚中の２枚

(６) 別図１に示すＥ（面積約１９３．５㎡）・Ｆ（面積約８７．５㎡）の部分につい
ては、中低木の刈込み及び蔓草等の伐採・除去すること。

(７) 別図１に示すＧの部分については、トラロープによる境界まで笹、草、樹木の
枝、蔓、竹等を剪定・伐採・除去すること。

(２) 道路及び通路部分については、倒竹及び倒れかかってきている笹、自生している
樹木、はみ出している樹木の枝、笹、竹、蔓、アジサイ、フェンスからはみ出し
ている枝等通行及び景観の妨げになっている植物及び枯葉等を剪定・伐採・除去
し、処分するものとする。

(３) 別図１に示すＡの部分については、特に入念に斜面からせり出している笹、草、
樹木の枝、蔓、竹等を剪定・伐採・除去すること。

(４) 別図１に示すＣ・Ｄ・Ｈの部分については、特に入念にフェンスからはみ出して
いる笹、草、樹木、蔓等を剪定・伐採・除去すること。

(２) 現場代理人を責任者として役務実施場所に常駐すること。また、近隣住民から苦
情等を受けた場合は、誠実に対応した上で速やかに官に報告すること。なお、官
側からの求めに応じ適宜、本役務の進捗状況を報告すること。現場代理人通知書
は別紙のとおりとする。現場代理人は、下記の①～③の条件をすべて満たしてい
る者とする。

① 草刈業務、造園業務又は公園緑地等の管理業務を３年以上経験している者（職務
経歴書添付/様式任意）

② 契約相手方と継続的かつ直接の雇用関係を１年以上有する者（雇用関係を証明す
る書類添付/コピー可）

(１１) 作業報告書は役務実施毎に速やかに提出するものとする。役務前・役務後の全体
の状況が分かる写真を添付すること。撮影箇所は官と調整する。

２.５ 注意事項

(１) 現場説明会を防衛装備庁艦艇装備研究所川崎支所で随時実施するので、応札を希
望する者は現場説明会へ参加すること。なお、現場説明会への参加を応札条件と
する。

③ 刈払機取扱い作業安全衛生教育を受講した者（受講を証明するものの添付/コピー
可）

(３) 毎日の役務終了後、役務実施現場の整理、整頓及び清掃を行うものとする。



７枚中の３枚

(７) 業務実施に影響を及ぼす事故、人身事故、又は第三者に損害を与える事故が　発
生したときは応急措置及び二次災害防止措置を講ずるとともに、事故発生の原因
及び経過、事故による損害の内容等について直ちに官に報告すること。

(４) 官有地と民有地の境界付近で本役務を実施する際には近隣住民、通行人に影響を
与えないよう飛散防止等十分に配慮して本役務を実施すること。

(８) 本役務の実施にあたり、電線、監視カメラケーブル（配置は官が別途指示）、物
品及び構造物等に十分注意して作業を行うものとする。損傷を与えるおそれがあ
る場合は、養生等必要な処置を講ずることとし、損傷を与えた場合には速やかに
原状に復旧するものとする。

(９) 契約相手方は本役務を実施するにあたり、本役務に必要な事項について関係
する関係諸法令については事前に調査、遵守し、必要な資格等がある場合はそれ
を保持する者が適用・運用すること。また実施に必要な関係官公署及びそ他の関
係機関への届出等が必要な場合は、契約相手方において処理すること。なお、そ
れらに要する経費は契約相手方の負担とする。

３ 検査

(５) 本役務を行う際、近隣住民、通行人の安全を確保するため、ネットや看板の設置
及びチラシ等の配布、必要に応じて人員を配置する等実施し、役務していること
を明確に示すこと。配布物は配布前に官の確認を受けること。

(６) 本役務にあたって必要な機器等は契約相手方が準備する。本役務に必要なものは
その保管及び取扱について、万全の対策を講ずること。

1 作業計画書 １部 役務実施
１週間前

2 作業報告書 １部

　２．４項について、作業報告書及び目視検査により検査を実施する。

４ 提出書類

　提出書類は表１のとおりとする。

表１　提出書類

番号 名称 数量 提出時期 提出場所 備考

２．３項の役務実施期間ごと各１
部

様式任意

4 作業員名簿 １部 契約後速やかに

※番号４　刈払機を使用する作業員は刈払機取扱作業安全衛生教育の受講者とし、すべての作業
員名簿欄には受講の有無を記載すること。

検査実施前

3 現場代理人通知書 １部 契約後速やかに

写真添付（役務前・役務後）
２．３項の役務実施期間ごと各１

部
ただし、２.３項（２）について
は２.３項（１）と作業期間が重
なった場合に限り１部にまとめて

よいものとする。
様式任意

様式任意

別紙のとおり

防衛装備
庁

艦艇装備
研究所

川崎支所



防衛装備
庁艦艇装
備研究所
川崎支所

作業終了
後速やか

に

７枚中の４枚

５ 貸付文書

　貸付文書は表２のとおりとする。

表２　貸付文書

番号 名称 数量 引渡時期 引渡場所

　この仕様書に疑義が生じた場合、速やかに官と協議するものとする。

６.２ 　契約相手方は、本役務の実施にあたり、官の保有する施設、設備、文書等を使
用する必要がある場合には、あらかじめ官と調整のうえ、官の規則等を遵守し、
無償で支援を受けることが出来るものとする。

６.３ 　契約相手方は本役務の実施にあたり、養生等必要な措置を講ずるとともに、物
品及び施設・設備等に損傷を与えた場合は、官へ報告の上、契約相手方の責任に
おいて速やかに原状に復するものとする。

７ その他の指示

防衛装備
庁艦艇装
備研究所
川崎支所

無償 複製及び敷地
外への持ち出
しは禁止す

る。

６ 実施上の注意事項

６.１ 　契約相手方は、本役務の実施にあたり、官と密接な連絡を保ち良好な結果が得
られるよう努めるものとする。

返納時期 返納場所 有償
無償
の別

備考

1 監視カメラの
ケーブル配置図

１部 作業開始
前



通用門

道路脇３ｍ
側溝からの土手２ｍ 34：２０ｍ×５ｍ＝１００㎡

58：３０ｍ×２ｍ＝６０㎡

14：１６ｍ×３ｍ＝４８㎡ 35：６ｍ×７ｍ＝４２㎡

36：５７ｍ×５ｍ＝２８５㎡
階段９段３ｍ
階段下平面４ｍ
階段４０段１９ｍ

正門
30：４５ｍ×１ｍ＝４５㎡

38：３７ｍ×１ｍ＝３７㎡ Ｎ
作　業　実　施　場　所　概　略　面　積

「川崎支所 草木等伐採等作業図」
39：３４ｍ×２ｍ＝６８㎡

G:20㎡
フェンスの外の草刈り

40：３０ｍ×１ｍ＝３０㎡
31：３８ｍ×２ｍ＝７６㎡

41：２５ｍ×１ｍ＝２５㎡
２：４０ｍ×５ｍ＝２００㎡

１：４５ｍ×２ｍ＝９０㎡ 19：４０ｍ×１ｍ＝４０㎡

器材庫 42：２５ｍ×２０ｍ＝５００㎡

３：８０ｍ×６ｍ＝４８０㎡ 43：15ｍ×３ｍ＝45㎡

側溝周辺及びフェンス
部分の草を含む

20：５７ｍ×１ｍ
＝５７㎡

本　館

４：４０ｍ×５ｍ＝２００㎡ 44：６６ｍ×１ｍ＝６６㎡

５：７０ｍ×１ｍ＝７０㎡
野外試験場

21：６０ｍ×１ｍ＝６０㎡

池６：６５ｍ×６ｍ＝３９０㎡
45：55ｍ×３ｍ＝198㎡

46：２５ｍ×２ｍ＝５０㎡

磁気
シールド室

漂遊
磁場

試験場

47：２０ｍ×３ｍ＝６０㎡

倉 48：１８ｍ×19ｍ＝342㎡ 62：２０ｍ×１ｍ＝２０㎡
池除く面積＝104㎡

１０：階段横５２段１７ｍ×２ｍ＝３４㎡ 51：２３ｍ×２ｍ＝４６㎡

49：２６ｍ×１ｍ＝２６㎡ 63：２６ｍ×１ｍ＝２６㎡

32：斜面３０ｍ×３ｍ＝９０㎡

９：６３ｍ×３ｍ＝１８９㎡ 高さ約６ｍの壁 50：２７ｍ×18ｍ＝486㎡
試験場除く面積＝342㎡

22:１３２ｍ×５ｍ
＝６６０㎡

船体磁気
処理実験室

64：２３ｍ×１ｍ＝２３㎡

68：２６ｍ×１ｍ＝２６㎡

52：９ｍ×１ｍ＝９㎡ 65：９ｍ×１ｍ＝９㎡

11：階段５２段１７ｍ×１ｍ＝１７㎡ 54：２１ｍ×１ｍ＝２１㎡ 66：２１ｍ×１ｍ＝２１㎡

水
槽

船体消磁
実験室12：８７ｍ×１ｍ＝８７㎡

57：２６ｍ×２ｍ＝５２㎡ 67：２６ｍ×１ｍ＝２６㎡

17：７１ｍ×１ｍ＝７１㎡

13：８７ｍ×8ｍ＝６９６㎡

59：２６ｍ×２ｍ＝５２㎡
15：１２ｍ×３ｍ＝３６㎡

横幅測定
16：４１ｍ×１０ｍ＝４１０㎡ 60：９２ｍ×２ｍ＝１８４㎡

29：３６ｍ×５ｍ＝１８０㎡

敷地：４９，３１１㎡ 至溝の口駅

69：６０ｍ×５ｍ＝３００㎡（急斜面）

受電室
（守衛所）

ﾎﾟﾝﾌﾟ室
70：２８ｍ×１１ｍ＝３０８㎡

柵
に
囲
ま
れ
た
施
設

18：３０ｍ×１０ｍ＝３００㎡

川崎地区合同宿舎
公園

駐
輪
場

一　般　道

側溝①

全長３７４ｍ

池

23：４０ｍ×８ｍ＝３２０㎡

25：７０ｍ×２ｍ

＝１４０㎡

24：６７ｍ×4ｍ＝２68㎡

注： 電柱を示す。

26：（２０+１０）×１５

÷２＝２２５㎡

28：４０ｍ×２＝８０㎡

56：９ｍ×２＝１８㎡

55：１３ｍ×２＝２６㎡

53：１８ｍ×２＝３６㎡

塗りつぶし部分の草刈り。

（作業実施面積：１７，８０１㎡以内）

フェンスに絡まっている草等の除去。

支障枝の剪定。

側溝に溜まっている草屑・腐葉土等の除去。

＊距離／面積については、川崎支所職員が測定し

た概略値である。

27：野外試験場

道路脇/平地面積２２９

ｍ×２８．６ｍ

＝６５５０㎡

＊２８．６ｍとは

横幅平均値をいう。

A2：14m×3m＝42㎡

A1：(12m+14m)×13m÷2＝169㎡

A3:10m×5m＝50㎡

A4：10m×5m＝50㎡

A7：28m×4m＝112㎡

A5:12m×5m＝56㎡
A6：(3m+5m)×5m÷2＝20㎡

倉 倉

A9:1m×4m＝4㎡

A8：1m×7m＝7㎡

A10:1m×2m＝2㎡

7：５６m×3m＝168㎡

A11:1m×7m＝7㎡

8：５５m×３m＝165㎡

A12:1m×14m＝14㎡
A13:1m×3m＝3㎡

33:6×9－（室外機:26㎡）=28㎡

側溝③

全長１１６ｍ

側溝②

全長４ｍ

７
枚

中
の

５
枚

Ａ

Ｃ
91：10m×10m=100㎡

Ｂ

D

Ｅ

別
図

１Ｆ

Ｇ

H



通用門

30：４５ｍ×１ｍ＝４５㎡

Ｎ
作　業　実　施　場　所　概　略　面　積

「川崎支所 草木等伐採等作業図」

器材庫

池

本　館

公園

駐
輪
場

磁気
シールド室

漂遊
磁場

試験場
倉

一　般　道

敷地：４９，３１１㎡ 至溝の口駅

野外試験場

受電室
（守衛所）

ﾎﾟﾝﾌﾟ室
70：２８ｍ×１１ｍ＝３０８㎡

柵
に
囲
ま
れ
た
施
設

川崎地区合同宿舎

水
槽

船体消磁
実験室

船体磁気
処理実験室

高さ約６ｍの壁

池

注： 電柱を示す。

塗りつぶし部分の落ち葉除去。

（作業実施面積：８，８２０㎡以内）

＊距離／面積については、川崎支所職員が測定し

た概略値である。

倉 倉

７
枚

中
の

６
枚

別
図

２正門

560㎡

820㎡

280㎡

70㎡

870㎡

560㎡

930㎡

1490㎡

250㎡

400㎡

50㎡

600㎡

180㎡

320㎡

330㎡

380㎡

670㎡

60㎡



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　受注者　住所　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　

　令和　　年　　月　　日付をもって請負契約を締結した　　　　　　　　　　について（契約書
条項による）に基づき現場代理人を下記のとおり定めたので通知します。

記

　現場代理人氏名

※「職務経歴書（様式任意）」「雇用関係を証明する書類（写し可）」「刈払機取扱作業安全衛生
教育受講証明書」を添付する。

　７枚中の７枚
別紙

現場代理人通知書

令和　　　年　　　月　　　日

発注者

　


